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本補助事業活動のアウトライン

◼事業名：シンガポールにおける日本式福祉用具レンタルモデル推進事業

◼コンソーシアム名：福祉用具レンタルモデル推進コンソーシアム

◼代表団体：フランスベッド株式会社

◼参加団体：株式会社明成商会

◼協力団体：Ageing Asia Allilance、TSA Logistic LLP

◼事業概要：フランスベッドが所有する介護ベッド等を貸し出す「越境レンタル

卸」のスキームを構築し、レンタル事業をシンガポールに紹介・試行することで、

福祉用具レンタルの認知・普及を目指す。リテールのレンタルサービスの運営は明

成商会シンガポールが行い、Ageing Asiaが相談窓口、宣伝活動、TSA Logisticが

洗浄・消毒・メンテナンス作業を行い、そのノウハウは、フランスベッドが提供す

る。
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事業構想・計画 概要I.



全体要旨

◼ フランスベッドを中心とするコンソーシアムはシンガポールにおける福祉用具レンタルサービスの展開を図るべく、

レンタル卸を活用した福祉用具レンタルのビジネスモデルの検証ならびに市場性の調査を行う。本補助事業を通じ、

下記について検証する。

◼ ビジネス環境の調査

⚫ 現地制度や慣行など、ビジネス環境の確認を行う。福祉用具レンタルサービスに対する高齢者や家族の抵抗感

の程度について確認し、 市場関係者や利用者（高齢者・家族）のニーズの定量的なデータの取得をする。

⚫ レンタルサービスモデルに対する政府機関の認知と高齢者政策への取込、支援・助成の可能性の確認を行う。

◼ 現地のニーズの特定

⚫ レンタル事業セミナーを開催し、分割可能な介護ベッド等を紹介しながら、現地の福祉機器に対するニーズを

検証する（to B）。

◼ 現地パートナー候補の探索

⚫ 現地展示会に出展し、レンタル事業のプロモーション活動を行い、現地レンタル事業者となる資本力のある現

地企業候補を探す（to B）。

◼ レンタル卸スキームにおけるトライアル実証

⚫ レンタル商材の日本からの輸出及びレンタル事業実施者にあたる2業者へのweb研修を行う。レンタル卸スキー

ムにおけるレンタルサービスの提供を試験的に行い、レンタル事業の運営上の課題の抽出を行う。

◼ ビジネスのフィージビリティ検証

⚫ 事業開始時のレンタルモデルの価格設定と設備投資額（レンタル商材、消毒機器など）の算定・検証を行う。
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事業背景、対象国の課題・ニーズ

◼ シンガポールでは急速な高齢化とともに、少子化も進んでいる。シンガポールにおける老親介護は

家族が担い手の中心と思われるが、子供の数が減少することで在宅介護での負担は増大していくと

考えられる。

◼ このような中、介護負担の軽減に繋がる電動介護ベッドといった高機能福祉用具に需要があると考

えられるが、アッパーミドル層以下にとっては高価なため、在宅での利用が普及していない。

◼ また、政府運営の介護保険制度「ケアシールド・ライフ」が2020年より開始されたものの、現金給

付のため消耗品や他のサービスに費消され、介護ベッドの購入までには至っていない。
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事業目的

◼ 本事業の最終目標は、フランスベッドが蓄積してきたレンタルビジネスのノウハウを活かして、シ

ンガポールに福祉用具レンタル事業を定着させることである。

◼ 一方で、レンタル事業は商品仕入や洗浄設備、倉庫等の初期投資がかさむ傍ら、投資回収に長期間

を要するため、新規参入に対してはアセットライトな対応が必要である。そこで、まずは初期段階

として、レンタル事業者が自社在庫を持たず、レンタル卸事業者から商材を賃借し、利用者にレン

タルする「レンタル卸活用型」を推進する。このスキームの利用により、現地事業者の参入を促す

と共に効率的な福祉用具レンタルの認知・普及を目指し、黎明期であるシンガポールの福祉用具レ

ンタル市場発展への礎とする。

◼ レンタルモデル定着後は、規模の経済性を追求できる自社在庫型レンタル事業者の育成に努める。
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事業スキーム・体制図（それぞれの役割）

◼ 本事業の実証調査においては、日本のフランスベッドが所有する介護ベッド等を貸し出す「越境レ

ンタル卸」のスキームを構築する。

◼ 現時点までの活動を通じ、コンソーシアム内及び協力団体の役割は暫定的に下記の通りである。

⚫ フランスベッド

‒ レンタルに最適な組立・分解可能な電動介護ベッドの供給（明成商会本社経由で輸出）や、消

毒・メンテナンス等のサービスセンター運営ノウハウを提供する。

⚫ 明成商会シンガポール

‒ 現地でのオペレーション統括及びレンタル利用者との契約・代金回収を行う。

‒ 利用者に対する商品選定支援として、明成商会（SIN）の作業療法士がアドバイスを行う。

⚫ Ageing Asia（現地企業）

‒ 明成商会シンガポールの委託先として、主に利用者に対する相談窓口として、レンタルサービス

の宣伝・相談運営を担当する。

⚫ TSA Logistics

‒ 明成商会シンガポールの委託先として、消毒・メンテナンス・物流・保管業務を実施する。

Note: FB=フランスベッド、MS=明成商会 MS (SIN)=明成商会シンガポール支店
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事業スキーム・体制図（実証スキームイメージ）

◼ 以下のような「レンタル卸」スキームで実証調査を行った。

＜機能＞
①レンタル商材保有
②明成商会大阪倉
庫へ納品
③明成商会本社か
ら代金回収
④テクニカルアドバイ
ス

＜売上＞
①レンタル卸収入
＜経費＞
①資産減価償却
費
②国内輸送費

フランスベッド

委託契約

＜機能＞
①保管・消毒・メンテスペース
②物流（納品・回収）
③設置・使用説明
＜売上＞
①消毒メンテ処理単価×台数
ベッド、車いす、手すり等

＜費用＞
①人件費 ③倉庫費用
②治具・消耗品 ④車両費用

TSA Logistic LLP

レ
ン
タ
ル
卸
（
一
次
）
契
約

本社（日本）
＜機能＞
①契約管理
②売上管理
③商材移送
④SINより経費回収

＜売上＞
①社内付替え
（明成社内 本支
店)

＜経費＞
①移送コスト

明成商会

シンガポール
＜機能＞
①レンタル商材保有
②レンタル契約
③レンタル契約者か
らの代金
回収
＜売上＞
①レンタル収入(出
来高制)
②商品販売収入
＜経費＞
①レンタル賃借料
②仕入れ商品代
③その他販管費

レンタル契約
作業療法士サポートによ

る商品選定

＜機能＞
①宣伝・広告
②顧客接遇・相談
＜売上＞
①営業仲介売上
＜経費＞
①販管費

Ageing Asia
Alliance

設置・使用方法
説明・回収

委託契
約

商
材
をS

IN

へ
移
送

宣伝 ・広
告

エンドユーザー

レンタル利用者
（在宅高齢者）
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【参考】日本におけるレンタル卸の役割

◼ 日本におけるレンタル卸は、福祉用具貸与事業者に対して福祉用具のレンタルを行うことにより、
福祉用具貸与事業者を介して利用者にレンタルを行っているが、本事業においては、明成商会がレ
ンタル卸及び福祉用具貸与事業者の機能を担っている。また、洗浄等についてはTSA Logisticに委
託を行っている。

 福祉用具貸与事業所に対して、福祉用具をレンタルし、
それらを介して、利用者にレンタルする

 その際、福祉用具貸与事業者は、所有権を持たないため
レンタル卸事業者がメンテナンス・洗浄・消毒を実施する

レンタル

レンタル卸
事業者

福祉用具
貸与事業所

エンド
ユーザー

購入

福祉用具
メーカー

返却
（洗浄・メンテ）

レンタル レンタル

返却
（洗浄・メンテ）

レンタル

福祉用具
貸与事業所

日本における福祉用具レンタルの流れ 日本におけるレンタル卸の役割
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事業スケジュール

◼ 当事業は2022年3月に福祉用具レンタルサービスの試行を終了し、本格的なレンタルサービスの準

備を踏まえ、2022年6月より開始する。2025年には単年度黒字化を目指す。

2021年 2021年 2022年 2022年 2023年 2025年

8月～10月 11月 2月 6月 4月 4月

福祉用具レンタ
ルサービスの試
行の準備

福祉用具レンタ
ルサービスの試
行を開始

福祉用具レンタ
ルサービスの事
業採算性の検討

福祉用具レンタ
ルサービス開始

福祉用具レンタ
ルサービスの継

続

福祉用具レンタ
ルサービスの継

続

⚫ 現地パート
ナーとの合意
形成

⚫ 商品価格、契
約書、代金回
収方法など検
討

⚫ 価格設定の妥
当性を検証

⚫ 価格の見直し、
業務の見直し

⚫ 当社製品を用
いた福祉用具
レンタルサー
ビスを現地
パートナーと
開始

⚫ 事業採算性・
継続性の検証

⚫ 単年度黒字化
を目指す
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II.
当事業実施にあたり
期待される効果



普及が見込まれる製品・サービス

本年度補助事業においては、シンガポールにおけるレンタルの仕組みの導入から高機能電動介護ベッ

ド等の普及を目指す。将来的には、福祉用具レンタルの拡大とともに、日本設計の高機能電動介護

ベッドや介護ロボット、センサーを多用した見守りシステム機器の普及を図ることを考えている。

●8分割ができる標準レンタルベッド ●寝たまま～立ち上がりまでボタン一つで操作できる高機能ベッド

●ベッドが自動的に寝返りを打たせる高機能ベッド
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実施相手国の裨益

◼ 経済的負担の軽減

⚫ レンタル卸事業者にとっては、越境レンタル卸によりレンタル商材への初期投資負担を抑制できる。

⚫ 福祉用具貸与事業者にとっては、現地レンタル卸によりレンタル商材・サービスセンター設備への投資負担を

抑制できる。

⚫ レンタル利用者にとっては、製品購入による全額負担と異なり、必要な期間に月額利用料でレンタルでき、身

体状況の変化に応じて製品の借り換えもできるため、利用者の経済的負担が軽減される（日本での介護ベッド

平均レンタル期間は約1年）。

◼ 利便性の向上

⚫ 必要期間経過後に不要となったレンタル品は随時返却できるため、購入した場合と比較して利用者の利便性が

向上する。

◼ 環境保全

⚫ レンタル品は適切な消毒・メンテナンスを行う事で廃棄せずにリユースできるため、環境保全にも貢献できる。

◼ 福祉用具レンタル市場の活性化

⚫ シンガポールではレンタル事業者が現状極めて少なく、消毒・メンテナンスまで含めたビジネスモデルの標準

化は進んでいないため、事業継続性の高いモデルを確立することで現地事業者の新規参入が期待できる。
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III. 
本年度補助事業
活動計画



本年度補助事業期間の達成目標

① 制度環境調査や市場性調査を踏まえた、現地のビジネス環境の把握

② 現地高齢者産業に対するレンタルサービスモデルの認知拡大及びそれを通じた民間事業者の新規

参入誘致

③ レンタルサービスモデルに対する政府機関の認知と高齢者政策への取込、支援・助成の可能性の

確認

④ オペレーションモデルや事業性検証、パートナー候補先企業の探索等、事業の詳細設計に向けた

検討
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本年度補助事業の実施内容（1/5）

実施内容

（ア）現地調査

①制度環境調査

⚫ 目的：現地制度や慣行など、ビジネス環境の確認を行う

⚫ 対象者：保健省（MOH）、経済開発庁（EDB）、人的資源省（MOM）等の政府機関

⚫ 調査方法：ヒアリング

⚫ 調査実施者：Ageing Asia Alliance （現地企業・委託）

⚫ 調査項目：現地制度（許認可取得の必要性や要件）、介護保険制度「ケアシールド・

ライフ」のサービス内容と利用状況、レンタルサービスについてのイメージ等を調査

⚫ 活動期間：2021年8月～9月（2カ月間）

⚫ 期待される効果：許認可取得の必要性や許認可の要件や介護保険制度の利用状況が確

認されること
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本年度補助事業の実施内容（2/5）

実施内容

（ア）現地調査

②現地ニーズ・市場性調査
⚫ 目的：福祉用具レンタルサービス対する高齢者や家族の抵抗感の程度について確認し、
市場 関係者や利用者(高齢者・家族)のニーズの定量的なデータの取得をする。なお、
抵抗感については、フランスベッドがレンタルを開始した初期には、日本でも「レンタ
ル品は他人が使った中古品であり、汚いのではないか、前の利用者がこのベッドで亡く
なったのではないか、縁起が悪い」などの声があった。しっかりと洗浄・消毒している
ことをプロモーションし、抵抗感を減らすことが必要と考える。

⚫ 対象者
✓ （Ａ）在宅介護を受ける高齢者との接点のある機関（医療機関、介護施設・デイケア
サービスセンター、地域コミュニティーセンター、福祉用具販売事業者） 20件程度

✓ （Ｂ）上記対象者機関のエンドユーザー（高齢者・家族） 80件程度
⚫ 調査方法：ヒアリング
⚫ 調査実施者：Ageing Asia Alliance（現地企業）
⚫ 調査項目：現地制度（許認可取得の必要性や要件）、介護保険制度「ケアシールド・ラ
イフ」 のサービス内容と利用状況、レンタルサービスについてのイメージ等をアン
ケートから数量的 データにまとめる。

⚫ 活動期間：2021年9月～10月（2カ月間）
⚫ 期待される効果：市場性や現場ニーズの把握
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本年度補助事業の実施内容（3/5）

実施内容

（イ）レンタル事業の
啓蒙・プロモーション

（to B）

① レンタル事業セミナーの開催（to B）
⚫ 目的：分割可能な介護ベッド、自動で寝返りを打たせることができる寝返り支援ベッ

ド等を紹介しながら、現地の医療・介護従事者等に福祉用具の選定や効果的な在宅介
護についてのセミナーを行い、日本の優れた介護用品や介護ノウハウを知ってもらう
と同時に、機器に対するニーズを検証する。

⚫ 対象者：在宅介護を受ける高齢者との接点のある機関（医療機関、介護施設・デイケ
アサービスセンター、地域コミュニティーセンター、福祉用具販売事業者）1機関のス
タッフ5～6名程度を想定。2回実施予定

⚫ 実施方法：WEB会議形式、1回2時間程度
⚫ 実施者：フランスベッド株式会社、明成商会シンガポール、Ageing Asia Alliance
⚫ 活動期間：2021年9月～10月（2カ月間）
⚫ 期待される効果：エンドユーザー（介護を受ける高齢者や家族）との接点のあるス

タッフの商 品やレンタル事業への理解の深化

② 展示会への出展（to B）
⚫ 目的：シンガポールで開催される展示会（Ageing Asia）に出展し、レンタル事業につ

いてプロモーション活動を行う。現地レンタル事業者となる、資本力のある現地企業
候補を探す。

⚫ 実施者：フランスベッド株式会社、明成商会シンガポール、Ageing Asia Alliance
⚫ 活動期間：2021年10月1～20日（オンライン展示会）、10月19～20日（リアル展示

会）（予定）
⚫ 期待される効果：エンドユーザー（介護を受ける高齢者や家族）との接点のある企業

や団体へ のレンタル事業に関する周知 19



本年度補助事業の実施内容（4/5）

実施内容

（ウ）レンタルサービ
ス（レンタル卸スキー
ム）の試行（実証調

査）

① 実証調査の体制構築
⚫ 目的：レンタル事業の実証に向け、必要となるレンタル商材（エスポア電動介護ベッ

ド6台、寝返り支援ベッド2台、立ち上がり支援ベッド2台等）の日本からの輸出を行
う。また、レンタル卸スキームにおけるトライアル実証を行うために、本実証調査に
おけるレンタル事業実施者の役割を果たすAgeing Asia Alliance（試行レンタル顧客
管理）及びTSA Logistics（レンタル商材の搬送・据付・洗浄・消毒・メンテ・梱包）
に対してWEB研修を行う。

⚫ 実施者：フランスベッド株式会社、明成商会シンガポール

② トライアルの実施と検証
⚫ 目的：レンタル事業開始までのサポートを行ってきた、これまでの中国・香港での経

験を活かし、顧客との契約・レンタル料の設定を行い、レンタル卸スキームにおける
レンタルサービスの提供を試験的に行い、レンタル事業の 運営上の課題の抽出を行
う。

⚫ 対象者：利用者（在宅高齢者・家族） 10～15名程度
⚫ 実施者：Ageing Asia Alliance, TSA Logistics
⚫ 実施方法：Ageing Asia Alliance及びTSA Logisticsが中心となり、レンタル卸スキー

ムにおけるレンタルサービスのトライアルを行う。トライアルでは、最初の1ヶ月は無
料とし、引き続きレンタルサービスの希望者に対しては2か月目から有料とし、その際
には試行料金を徴収し、サービスの内容、運用方法、価格の適正等を検証する。（月
額S$150（約12,000円）～ S$250（約20,000円）を想定）

⚫ 期間：2021年10月～2022年1月(4カ月間）
⚫ 検証方法：アンケートやインタビュー
⚫ 期待される効果：事業開始に向けての課題の掌握とスムーズな事業展開の準備 20



本年度補助事業の実施内容（5/5）

実施内容

（エ）現地政府への働
きかけ

⚫ 目的：レンタルサービスモデルに対する政府機関の認知と高齢者政策への取込、支
援・助成の可能性の確認を行う

⚫ 対象者：保健省（MOH）、経済開発省（EDB）、人的資源省（MOM）等の政府機関
⚫ 調査実施者：フランスベッド株式会社、明成商会シンガポール、Ageing Asia 

Alliance
⚫ 調査項目：レンタルサービスについてのイメージ調査やレンタルサービスの試行を行

う旨を説明するとともに、実証調査終了後に活動報告を行い、政府機関に働きかけを
行う。

⚫ 活動期間：2021年8月～9月、2022年2月

（オ）試行結果を踏ま
えた事業採算性の検証

⚫ 目的：事業開始時のレンタルモデルの価格設定と設備投資額（レンタル商材、消毒機
器等） の算定・検証

⚫ 期間：2022年1月～2月(2カ月間）

21



本年度補助事業の活動スケジュール

実施内容

2021年 2022年

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

現地調査（制度環境調査、現地ニーズ、
市場調査）

レンタル事業の啓蒙、プロモーション、
セミナーの開催、展示会への出展

福祉用具レンタルサービスの試行

事業採算性の検証

現地政府への働きかけ

報告書作成
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IV.

本年度補助事業
活動報告

・活動報告
・活動成果



実証調査活動報告（1/5）

活動内容 実施状況 進捗状況や達成状況

（ア）現地調査
100％

①制度環境調査
●公的な福祉用具のレンタル制度はない。2020年度に導入された介護福祉制度の
「ケアシールドライフ」の現金給付にて、介護サービスやおむつなどの消耗品を購
入することができることがわかった。また介護ベッドについては、病院退院時に
AIC (Agency for Integrated Care) が発行する福祉用具リストから医師、作業療法
士の選定により、利用者の所得に応じて助成金を受け、購入する制度があることが
わかった

②現地ニーズ・市場性調査
WEBアンケートを通じてニーズ・市場性調査を行った。
⚫ コロナの影響により訪問活動などは実施できなかったことから、調査ターゲット

に対しWEBアンケート・面談、展示会等での聞き取りを実施
⚫ WAF展示会（12/2開催）に出展し、介護ベッドなどの福祉用具を病院退院者に

提供（応能負担）しているAIC（Agency for Integrated Care）のCEO Mr.Tan 
Kwang Cheakと面談し、ヒアリングを実施（レンタルへの興味を確認）

⚫ コロナの影響により医療機関・施設への直接の訪問が不可能であったため、
WEBでアンケートを実施した（9/27から2022年1月末まで）

※参考
<利用者向けアンケートURL＞
⚫ Assistive & Mobility Equipment Rental Services (End-Users)
https://www.surveymonkey.com/r/9R5FHZ8
<医療機関・介護施設向けアンケートURL＞
⚫ Assistive and Mobility Equipment Rental Service (Organisation)
https://www.surveymonkey.com/r/9RQ6LC7

24
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実証調査活動報告（2/5）

活動内容 実施状況 進捗状況や達成状況

（イ）レンタル
事業の啓蒙・プ
ロモーション
（to B）

100％

①レンタル事業セミナーの開催（To B）
展示会であるWAF2021(World Ageing Festival)にて、日本のレンタル事業の歴

史と現状、レンタル商品及びレンタル事業についてWEBセミナーを実施した。WEB
セミナーではアンケート調査の協力及びレンタルサービス試行の宣伝も同時に実施
した。
⚫ 10/7（木）：レンタル商品紹介をWEBセミナーで実施、87名参加（高齢者、要

介護者、初心者の介護従事者向け）
⚫ 10/12（火）：レンタルサービス紹介をWEBセミナーで実施、65名参加（業界

リーダー、介護事業者の上層部向け）
⚫ 11/19（金）：レンタル商品であるマルチポジションベッドのWEBプレゼンを

実施。2021年度のInnovation of the year product として最優秀賞を受賞
⚫ 12/3（金）：日本のレンタル事業の歴史についてWEBセミナーで実施 50名参

加（業界リーダー、介護事業者の上層部、医療従事者、一般等向け）
②展示会への出展（To B）
⚫ 10/2（土）：国際老人の日を控え、地場の非営利団体であるTsao Foundation

主催のイベントがコロナの影響でリアル展示会からWEB形式の展示会に変更と
なった。そこでWEBを介し、老人向け自立介護製品の紹介を行った

⚫ 10/19, 20に開催予定であったWAF2021のリアル展示会は、コロナの影響で延
期となり、12/2, 3にレンタル商材を展示した。なお、WAF2021の展示会用に
制作したレンタルサービス等の紹介パネルについては12月の展示会にて使用

③医療機関とのWEB面談
⚫ コロナ禍の行動制限により、当初想定していた事業説明やニーズの聞き取り調査

が実施できなかったため、10月に医療機関等とのWEB面談を実施した
➢ 10/21：Salvation Army Peacehaven Nursing Home
➢ 10/28：HomeInstead 
➢ 10/29：Presbyterian Community Care 25



実証調査活動報告（3/5）

活動内容 実施状況 進捗状況や達成状況

（ウ）レンタル
サービス（レン
タル卸スキー
ム）の試行（実

証調査）

100％

⚫ 販促パンフレット制作（完成）
⚫ 契約書作成
⚫ レンタル価格、商品価格決定
⚫ レンタル商品組み立て研修の実施（9/30・リモートにて）
⚫ メンテナンス研修の実施（メンテナンスビデオの作成・共有）

●実証調査
➢ トライアルレンタル候補者として3件の利用者を獲得し、補助事業期間中に実
際のトライアルを１件実施

➢ コロナ禍の影響により具体的に下記の事象が発生し、トライアル者の獲得に
は困難を極めた
— 医療機関・介護福祉施設への訪問及び面談の禁止による詳細説明不足
— 利用者側がトライアルに関与する事業者からのコロナ感染リスクを不安視

➢ 利用者の獲得については、2021/10/1から2021/12/3の期間で開催された
WAF (World Ageing Festival) のWEBセミナーでの告知・Facebookの告知
等にて宣伝活動を行った結果、WEBセミナーを聴講したクリニックの医師よ
り2件紹介があった。残り1件については、利用者のご家族が当社HPをご覧に
なり、直接六本木ショールームへと来店された

26



実証調査活動報告（4/5）

活動内容 実施状況 進捗状況や達成状況

（エ）現地政府
等への働きかけ

100％

⚫ JETROシンガポール（久富所長）訪問
➢ 本事業を説明
➢ レンタル事業のマーケティングを含め、どのような協力ができるか検討いただ

けることとなった

⚫ AICのCEOであるTan Kwang Cheak氏と12/2のWAF展示会にて面談
➢ レンタルサービスに興味を持っていただいた

⚫ 在シンガポール日本大使館（中西書記官）訪問（1/20）
➢ レンタル事業の説明と政府関係者の紹介依頼を行い、AICのSector and 

Partnership DivisionのAndy氏を紹介いただいた

⚫ JETROシンガポール（久富所長・横井氏）とWEB面談（2/3）
➢ 事業説明、政府関係者の紹介等を依頼したところ、今秋、SBF (Singapore 

Business Federation) が日本ヘルスケア産業の視察のため来日する情報をい
ただいた

⚫ AICのSector and Partnership Division のJovin Ng氏他と面談
➢ 日本におけるレンタルサービスの起源等を紹介
➢ 日本の介護保険制度にも興味を持たれた様子であり、AICの給付スキームに福

祉用具レンタルスサービスを採用することの提案を行った

Note: AIC (Agency for Integrated Care) とは、退院時に患者にどのような福祉用具をいくらで提供するかを決める機関
（https://www.aic.sg/）「VII.調査結果詳細－AIC (Agency for Integrated Care) について」を参照

27
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実証調査活動報告（5/5）

活動内容 実施状況 進捗状況や達成状況

（オ）試行結果
を踏まえた事業
採算性の検証

100%

⚫ コロナ禍の影響にて、補助事業期間中のトライアルレンタルの試行は1件のみと
なったことにより採算性の検証は困難であった。一方、調査により、フランス
ベッドの現行展開価格（＄190）とシンガポールのレンタル事業者の現行価格
（下表参照）がほぼ同じレンジにあることが判明した。したがって、2022年4月
以降も現行の価格にて続行すると共に引き続き採算性については検証を行う

Hospital BedRental Rehab Mart Pharmex

Healthcare

Easy Wheels

Model 3-Function Motorised

Bed

2,3 & 5 Crank Electric

Low Bed

3 Crank ElectricHospital

Bed

Monthly Rental $180 $200 - $300 $180

Weekly Rental $60 Not stated. Not stated

◼ 競合レンタル事業者におけるレンタルベッドの種類と提供価格

出所：コンソーシアム作成
28



補助事業活動の成果

◼ レンタル事業の啓蒙・プロモーション（to B）を通じたレンタルサービスの認知度の拡大

⇒コロナ禍により対面での営業活動や展示会の実施に関して制限がかけられる中、オンラインでの対応を実施した。

● 福祉用具レンタルについて、介護の当事者を対象としたwebセミナー及び、介護業界のマネジメント向けのweb

セミナーを1件ずつ実施し、介護現場及びビジネスサイドのステイクホルダー候補先に対し働きかけを行うこと

で、レンタルサービスの認知度向上を図った。

⚫ いずれのセミナーも60-80名程度の参加が見られ、商品選定の問い合わせや、事業性についての質疑が活発に

行われた。

◼ 現地パートナーとのビジネススキーム・役割の明確化及び技術移転に向けた教育の実施

⚫ フランスベッド、TSA Logistic、明成商会シンガポール、Ageing Asiaの4社にて、これまでの活動を通じて業

務分掌を明確化し、シンガポールにおけるレンタル事業の実施体制を構築した。

⚫ 福祉用具レンタル事業においては、搬出入や物流、組立、メンテナンス・消毒洗浄等の業務の効率的運用が重

要であり、現地パートナーに対し、ノウハウを伝授するWEB研修を実施した。

◼ 福祉用具選定に関与するステイクホルダーの特定

⚫ 日本では要介護者が退院後に在宅ケアに移行する際、介護保険制度を利用する場合は、福祉用具の選定に介護

支援専門員（ケアマネジャー）及び福祉用具専門相談員が関与する。シンガポールにおいては、病院勤務の作

業療法士に加え、介護ベッドなど福祉用具を提供しているAIC（Agency for Integrated Care）が福祉用具

選定に関与していることがわかった。
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補助事業活動の成果（現地政府への働きかけ）

面談先
面談
日時

面談者 面談の目的
面談の成果・

フィードバック等
今後の予定 最終的な目標

JETRO
シンガ
ポール

2021年
8月27日
※1回目

久富所長
明成商会SIN片岡支店
長

• 本補助事業活動
の紹介

• レンタル事業のマー
ケティングを含め、
JETRO側として、ど
のような協力ができ
るか、検討いただけ
ることになった

• SBFの来日
スケジュー
ル支援を
Ageing 
Asia・明成
商会・フラ
ンスベッド
が行う

• レンタル事
業に興味の
ある企業の
紹介等

2022年
2月3日
※2回目

久富所長
明成商会SIN,フラン
スベッド

• レンタル事業へ
の理解と協力要
請

• SBF (Singapore 
Business 
Federation) が2022
年秋にヘルスケア産
業調査に来日する情
報をいただいた

AIC 2021年
12月2日
※1回目

Mr.Tan Kwang 
Cheak

• 本補助事業活動
の紹介

• 2回目以降の面談のア
ポイントメント

• 日本の介護
保険制度の
情報提供を
行う

• AICの持つ給
付スキーム
に、レンタ
ルモデル採
用

2022年
2月16日
※2回目

Jovin Ng 明成商会
SIN,フランスベッド

• レンタル事業へ
の理解

• レンタル事業と日本
の介護保険制度につ
いて興味を持ってい
ただいた

日本大
使館

2022年
1月20日

中西書記官
明成商会SIN,フラン
スベッド

• レンタル事業へ
の理解

• 政府関係者の紹
介依頼

• AICのSector and 
Partnership Division 
のMr.Andyのご紹介

• AICと2月16
日に面談

• 政府関係者
（AIC,保健
省等）の紹
介

◼ 現地事業者との関係構築やレンタルサービスの保険制度への採用等を目指し、現地政府機関との面談を実施し
ている。既に政府関係者の紹介や各種情報提供を獲得する等の成果が出ており、今後も継続して面談の機会を
持つ予定である。
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補助事業活動の成果（トライアル）

【トライアル事例 1件目】

⚫ 2021年11月23日より寝返り支援ベッドのトライアルレンタルを開始。1か月間の無料レンタル期間を経

て有償レンタルへ移行、継続利用中（2022年2月28日現在）

⚫ 当顧客は富裕層であり、以前家族に介護が費用となり介護ベッドが必要になった際に給付外とされたため、

高額な介護ベッドを購入された様子。しかし、その後不要となった介護ベッドの処理に困り施設に寄付さ

れたご経験から、今回は介護ベッドのレンタルサービスを希望された。

【トライアル事例 2件目】

⚫ 在宅で看取りたいとのご家族の意向から、在宅に戻り介護ベッドのレンタルを希望されたが、その後利用

予定者が再入院され急逝されたことからトライアルはキャンセルとなった。

【トライアル事例 3件目】

⚫ 東京在住の日本人の家族が、シンガポール在住の障害を持つ家族にマルチポジションベッドを利用させた

いとの理由から、当社HP経由で2022年1月27日に六本木ショールームに来店。シンガポールでのトライ

アルレンタルの件はご存じない様子であったが、購入前にレンタル利用ができるシステムを大変評価いた

だいた。レンタルサービスの利用有無については、今後決定される予定である。

◼ 獲得したトライアル利用者3件のうち、2件はWAF (World Ageing Festival) のWEBセミナーを聴講したク

リニック医師からの紹介であった。クリニック医師からの紹介に一定の成果が見られたため、今後はクリ

ニックの医師に紹介料を支払う販促方法も選択肢の1つとして考慮していく。
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本年度補助事業の活動スケジュール（実績・修正版）

実施内容

2021年 2022年

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

現地調査（制度環境調査、現地ニーズ、
市場調査）

レンタル事業の啓蒙、プロモーション、
セミナーの開催、展示会への出展

福祉用具レンタルサービスの試行

事業採算性の検証

現地政府への働きかけ

報告書作成

32



V. 本補助事業活動の考察



補助事業活動を踏まえての考察や課題、その対応策（1/3）

◼ レンタル事業の認知度の低さ

⚫ 質の良い福祉用具及びそのレンタルサービスについて、現地ではまだ認知度が低い状況と思われる。そのため、

レンタル事業者のみならず、政府を通じた広報や周知の可能性についても働きかけが必要ではないかと考えて

いる。

⚫ 事業者としては、医療機関から患者に対する退院での紹介も必要であると考え、医療機関に対する周知も引き

続き図る方針である（介護ベッドについては、病院退院時にAIC (Agency for Integrated Care) が発行する福

祉用具リストから医師・作業療法士の選定により、利用者の所得に応じて助成金を受け、購入する制度がある

ことが判明したため）

◼ 介護保険に代替される財源の確保

⚫ 政府運営の介護保険制度「ケアシールド・ライフ」が2020年より開始されたものの、現金給付であり、かつ毎

月の給付額が、S$600（約5万円程度）のため消耗品（おむつ等）や他のサービス（介護サービス等）等の少

額なものやサービスの購入・費消に使用される傾向があり、介護ベッドの購入余力は小さいと思料される。し

たがって、現時点では、自費で支払い可能なスキームを構築する必要がある。

⚫ フランスベッドは日本において介護保険導入前よりレンタル事業を展開しているため、当時のマーケットでの

ノウハウの活用、また、中国現地法人で立ち上げたレンタルサービス会社の知見（例として、過大な保証料の

設定を避けるなど）を参考にしながら、現地スキームを検討している。
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補助事業活動を踏まえての考察や課題、その対応策（2/3）

◼ 福祉用具レンタルの一般化

⚫ 本補助事業活動において、低所得者（世帯所得S$2,600（約21万円）以下／月）対象にAgency for 

Integrated Care（AIC）という団体が所得（支払い能力）に応じた費用負担で福祉用具（介護ベッド）を病

院退院者に対して提供する事業が存在するとの情報を得た。

⚫ 福祉用具ニーズは所得にかかわりなく発生することから、所得の多寡にかかわりなく、誰でも活用できるサー

ビスの仕組みが必要と考えているため、福祉用具に対するニーズをどのような仕組みで顕在化させるかが課題

である。

⚫ 今後、AICへの面談を通じ、高齢者のニーズにマッチする仕組みを模索していく方針である。

◼ 利用者向け決済方法の構築

⚫ 本補助事業活動において、シンガポールでは自動引き落としというサービスが一般的でないことが判明した

（公共料金を除く）。レンタル料金の回収システムについては、代金回収リスクを減らす方法の検討が必要だ

と判明した。今後、現地調査を通して、最適な方法を探す予定である。現時点ではOn-line手続きで徴収する方

法（LINE Payに類似した仕組み）、又は前払いで徴収し、レンタル終了時に差額を支払う方法が良いのではな

いかと考えている。
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補助事業活動を踏まえての考察や課題、その対応策（3/3）

◼ レンタルの認知度が上がれば、レンタル事業は受け入られると考察（レンタル試行サービスの結果より）

⚫ レンタルサービスの試行実績については、フランスベッドのWEBセミナーを聞いたドクターからの紹介により

発生した。WEBセミナーは、10月から12月にかけて、高齢者・要介護者・初心者の介護従事者向け（10/7開

催：87名参加）、業界リーダー・介護事業者の上層部向け（10/12開催：65名参加）、業界リーダー・介護事

業者の上層部・一般向け（12/3開催：50名参加）と3回実施した。

⚫ 1件目は、父親を介護した時は、高額所得者のため、給付は受けられず、自費で高額なベッドを購入したがすぐ

亡くなり、その後ベッドは施設に寄付したという。よって今回の母親のときはレンタルを希望。

⚫ 2件目は、レンタルを希望され、納品日まで決まっていたが、再入院となり、残念ながら、そのまま病院にて死

亡。コロナの影響で、病院への面談が規制されるなか、できればレンタル利用で自宅で看取りたかったとの声

をいただいた。

⚫ 2件ともレンタルサービスを初めて知ることで、試行を申し込まれたことから、積極的な啓蒙活動を行うことで、

レンタル事業は受け入られると考えている。
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後続の事業者に向けた示唆・アドバイス（成功ポイント・失敗ポイント等）

◼ WEBによる活動とその工夫

⚫ 本プロジェクトは、コロナの影響を受け、対面活動は抑制され、WEBを最大限に活かした活動を行った。今

後コロナの影響が少なくなってもWEBとリアルによるハイブリッド調査は有効である。

⚫ 医療機関や高齢者へのレンタル事業に関するアンケートやヒアリングなどもWEBで実施。啓蒙活動、プロ

モーション活動もWEBセミナーを開催。現地パートナーとのレンタル商品の組み立て研修もWEBで行った。

⚫ WEB面談は、実際訪問し、面談するよりも時間・コスト等を削減でき効率的に面談できる利点があるものの、

相手の細かな表情を読み取りづらく、相手の理解度を測ることが困難であった。また、組み立て研修も実際

に目の前にあるベッドを現地パートナーと一緒に扱うことが最善の策だが、WEB研修の場合、作業環境の設

定（準備したパーツ類の配置）や効率的な作業手順が伝わりにくいと感じた。①撮影する人、②実演をする

人、③説明する人などの役割分担を行い、マニュアルに沿って伝える工夫が必要と感じた。
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◼ シンガポールにおける市場

⚫ 高齢化率30%近くで高齢化率トップを走る日本を追従する形で、アジアの経済先進国は高齢化社会（高齢化率

14％以上）に突入している。医療水準も向上し、長寿化も進展するなか、健康寿命と平均寿命の差となる期間

（日常生活を健康的に送ることができず、治療や介護が必要な期間）をどう過ごすかはシンガポールにおいて

も課題といえる。

⚫ 日本は1980年代後半に、フランスベッドが提案した福祉用具のレンタルサービスを地方自治体の独自施策とし

て展開を始め、その後、国レベルでも認めるようになった。2000年には介護保険制度に組み込まれ、一般に要

介護認定を受けた65歳以上の高齢者は所得にかかわらず、福祉用具レンタルや介護サービスを低額の負担で利

用できるようになった。

⚫ 他方シンガポールでは、退院時に介護ベッド等は政府外郭団体であるAICを通して提供されているが、所得制限

があり、低所得者には所得に応じた費用負担で提供している。なお、提供された介護ベッドは不要となった後

に返却することができない。これは、購入品の中古下取り制度はなく、また無料で引き取る場合でも効率よく

消毒・メンテナンスを行うサービスを有しておらず、他社に転用しにくいためである。したがって、現状は家

族が自ら施設に寄付をするか廃却している状況であり、サステナブルではないことが判明した。

全体考察（1/3）
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全体考察（2/3）

◼ シンガポールにおける福祉用具レンタルサービスの現状

⚫ シンガポールで医療・介護事業関係者に日本の福祉用具レンタルサービスについて説明すると一定の理解を示

すが、医療関係者の間では、レンタルサービスを運営をするにあたり財源の確保が必要との意見である。今回

実施したアンケート調査において、現行の医療機関は退院患者に対し、AICを利用した機器の斡旋を行っている

ことから、現状政府の補助が付かないレンタルサービスは普及しづらいのではないか、という印象を受けた。

⚫ 小さな国土に人口が集中し、国の持ち家奨励政策で9割以上の国民が比較的広めの高層団地に居住しているシン

ガポールは、レンタルサービスにおいて配送を効率良く行える条件が整っている。また、今回のアンケート調

査にて、在宅介護を行う世帯のうち、55%以上の世帯で高齢者の介護を外国人家政婦 (foreign domestic 

helper) が担っているという結果が明らかになった。次点以降では、兄弟 (22％)、配偶者 (14％)、子供

(10％) の順番であった。シンガポールでは25万人以上の外国人家政婦が個人の家庭に住み込みで働いており、

こうした人材に介護技術や福祉用具の適切な使用方法を習得してもらうことは福祉用具の適切な活用につなが

り、要介護の在宅高齢者のQOL向上のためにも重要であると考える。

⚫ デンマークの「高齢者ケア三原則（自己決定、生活の継続性、自己能力の活用）」は日本の高齢者福祉にも大

きな影響を与え、在宅介護の充実につながった。特に「生活の継続性」は住み慣れた場所で、家族や地域の

人々と従来通りの暮らしを続けることであり、在宅において、福祉用具レンタルを活用し経済的負担を抑えな

がら適切な介護環境を作っていくことが重要と考える。
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全体考察（3/3）

◼ 今後のビジネス課題

⚫ シンガポールにて新規に福祉用具レンタルサービスの事業展開を考える現地企業にとっては、レンタル商材

（介護ベッド、車いす、歩行器、手すり等）の継続調達やレンタル回収後の洗浄・消毒・メンテナンス・保

管・管理などのアフターサービスを行う拠点の保有などに多額の投資が必要となる。一方、レンタル契約数の

積上げには時間がかかるが、レンタル収入が少ない期間にも投下設備や機械の償却負担が重くのしかかるため、

順調にレンタル契約数を伸長させたとしても、事業の黒字化までには４～5年は覚悟する必要がある。

※シンガポールにて設備の減価償却は認められていないが、それに代わる資本控除 (Capital Allowances) が

認められており、販売を目的としない事業活動を行うための機械や設備には３年間の定額償却（控除）が

認められている。

⚫ 日本では2000年の介護保険施行以降、多くの企業がレンタル事業に参入しているが、大半の利用者はレンタル

料の9割を介護保険により給付をされており、利用者負担を大幅に軽減することで市場拡大が支えられている背

景がある。また、レンタル卸を活用して多額の投資を回避し利用者サービスに特化したレンタル事業者も多い。

⚫ 今回、現地企業のレンタル事業参入ハードルを少しでも低くするために、市場創造の「呼び水」として、初期

投資額を抑制できる「越境レンタル卸」と「現地レンタル卸」の商流モデルを提案したい。また、近い将来の

資本力のある現地企業の参入も期待したい。

⚫ なお、AIC等の政府機関にレンタルスキームの理解を深めてもらい、高齢化社会を支えるインフラとも言える福

祉用具レンタルサービスをAICの退院患者支援サポートのメニューの一つとして採用してもらうよう提案したい。
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VI.
今後の展望
（本補助事業後の活動予定）



代表団体・参加団体の今後の活動計画

◼ 2022年４月からは、レンタルサービスの事業がスムーズに立ち上がるように、フランスベッドは明成商会とコン

サルティング・サービス業務委託契約を結び、①商品・設備（商品調達、サービスセンターの設計、機械設備調

達）、②運営・管理（保管・管理、洗浄・消毒、保守・点検、納品・回収）、③人材育成（営業、業務管理）の体

制構築に注力し、6月を目途にレンタルサービス営業を再開したい。

◼ 事業スキームは補助期間中に試行したスキームで継続する。なお、Ageing Asia社による宣伝活動は終了するが、

TSA Logistics社には引き続き、サービスセンター機能を委託する。

◼ 当面、日本から多種多様な福祉機器メーカーの製品を「越境レンタル卸」の下、明成商会SINが直レンタルサービ

スを行いレンタルの認知度を引き上げていく。同時に、レンタル事業参入に意欲のある現地企業に対し、参入ハー

ドルの低い「現地レンタル卸」スキームを宣伝し、明成商会SINから福祉用具をメンテナンス付きで貸与し、利用

者拡大と参入企業拡大につなげていきたい。

◼ 目指す姿は、アジアの高齢化先進国に向けて、要介護者の自立支援と介護者の負担軽減につながる日本企業の優れ

た福祉機器が輸出され、レンタルという仕組みを使って在宅での利用普及が進むことにより、日本のヘルスケア産

業の国際貢献に資することである。
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2022年4月～事業スキーム・体制図

◼ 明成商会にて直レンタルを行い、かつ現地の代理店 (Local Agent)を探す。

＜機能＞
①レンタル商材保有
②明成商会大阪倉
庫へ納品
③明成商会本社か
ら代金回収
④テクニカルアドバイ
ス

＜売上＞
①レンタル卸収入
＜経費＞
①資産減価償却
費
②国内輸送費

フランスベッド

委託契約

＜機能＞
①保管・消毒・メンテスペース
②物流（納品・回収）
③設置・使用説明
＜売上＞
①消毒メンテ処理単価×台数
ベッド、車いす、手すり等

＜費用＞
①人件費 ③倉庫費用
②治具・消耗品 ④車両費用

TSA Logistic LLP

レ
ン
タ
ル
卸
（
一
次
）
契
約

本社（日本）
＜機能＞
①契約管理
②売上管理
③商材移送
④SINより経費回収

＜売上＞
①社内付替え
（明成社内 本支
店)

＜経費＞
①移送コスト

明成商会

シンガポール
＜機能＞
①レンタル商材保有
②レンタル契約
③レンタル契約者か
らの代金
回収
＜売上＞
①レンタル収入(出
来高制)
②商品販売収入
＜経費＞
①レンタル賃借料
②仕入れ商品代
③その他販管費

レンタル契約
作業療法士サポートによ

る商品選定

＜機能＞
①顧客接遇・相談
＜売上＞
①営業仲介売上
＜経費＞
①販管費

Local Agent
A
B
C

設置・使用方法
説明・回収

委託契
約

商
材
をS

IN

へ
移
送

レンタル契
約

エンドユーザー

レンタル利用者
（在宅高齢者）
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代表団体・参加団体が受ける今後の事業プロフィット（3－5年）

2021 2022 2023 20252024 2026

プロモーション・啓
発活動による現地で
のレンタルサービス
の認知度向上のため
の活動

福祉用具レンタル
サービスのコンサル
ティングサービスを
行い人材育成。

4年目に
単年度の黒字化を目
指す。

◼ 2022年４月より明成商会とコンサルティング・サービス業務委託契約を結び、人材育成等の体制構築を強化して

いくことで2025年時点の単年度黒字化を目指す。
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VII.
調査結果詳細

本補助事業で調査した調査結果情報



AIC (Agency for Integrated Care) について

◼ 1992年に保健省 (MOH) の下、老人ホームや慢性期病院ユニットへの高齢者の入所・入院を調整するCLS（ケア
リエゾンサービス）として設置された。

◼ 2001年にCLSはICS（統合ケアサービス）となり、病院退院計画においてより大きな役割を担い、病院から地域社
会への患者のスムーズな移行を促進するために拡大した。

◼ 2008年にICSはAIC（統合ケア庁）に改名され、2009年にはMOHの下で独立企業体として生まれ変わり、国のケ
ア・インテグレータの役割を担うようになった。

◼ 2018年には、AICは高齢者ケアサービスの提供を調整し、健康と社会生活の両方の領域にわたるサービスの開発
と提供を行う単一の機関に指定された。

◼ AICの二つの使命は、高齢者とその介護者に適切な介護をアドバイスし、彼らのために最良のケア結果を達成する
ことである。また、高齢者が住み慣れた地域社会で暮らしていくこと（エイジング・イン・プレース）をサポート
するために、地域ケアを変革することである。

◼ シンガポールの医療システムは高齢化に備えて変革を遂げている。AICは、患者中心の統合ケアに向けて、病院か
ら地域社会へのシームレスなケアが達成できるように様々な利害関係者と協力し調整を行っている。

中央積立基金庁(CPF:Central 
Provident Fund Board)

統合ケア庁(AIC:Agency for 
Integrated Care)

高齢化に関する関係省庁連絡会議（省庁横断的な組織）
（MCA：Ministerial Committee on Aging)

社会家族開発省
(MSF:Ministry of Social and 

Family Development)

保健省
(MOH:Ministry of Health)

人的資源省
(MOM:Ministry of Manpower)

シンガポール首相府

◼ 社会福祉政策に関わる行政組織

シンガポール／福祉用具／5.キーパーソン・協力先,役人
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シンガポールにおける介護福祉制度「ケアシールドライフ」と日本の介護保険制度

シンガポール ケアシールドライフ 日本 介護保険制度

経緯
高齢化社会が進行するシンガポールにおいて、
2020年に導入された介護福祉制度

2000年から導入

対象者 ケアシールドライフ保険加入者（年齢制約なし）
対象者は65歳以上、もしくは40歳～64歳で特
定疾患により要介護状態の方

加入者・
保険料等

1980年以降に生まれたシンガポール人及び永住者
の場合、2020年10月1日以降又は30歳の誕生日以
降の遅い方からは強制加入。1979年以前に生まれ
たシンガポール人と永住者も加入する機会あり。67
歳まで本人と事業主が保険料を支払う。
加入者は収入の一定部分を医療口座（MediSave 
AC）に入金（入金した保険金は民間の保険会社が
代行で運用）

40歳以上に加入義務あり、国民が納める保険料
と税金で運営。運営主体は市町村

給付

６つの基本的な日常生活動作（食事、入浴、歩行、
着替え、移乗、トイレ）のカテゴリーより、医師に
より3つ以上の生活動作が不可能と認定された場合、
毎月S＄600（約5万円程度）が給付される。

※このS＄600をどのように費消（介護用品購入/レ
ンタル、ヘルパー採用等）するかは本人と家族が決
める。

要介護認定（5段階）に応じて給付限度額が定め
られ、限度額の範囲内で地域のケアマネー
ジャーが作成するプラン（訪問介護、用品レン
タルなど）に基づいてサービスが提供される。
現金給付は行われない。

シンガポール／福祉用具／3.政策・制度,公的保険制度

出所：コンソーシアム作成 47



シンガポールにおける個人向けヘルスケア助成スキーム（1/3）

◼ シンガポールでは、国民と永住者のために、医療と介護に関する助成スキームが数多く用意されている。ここでは

政府及び民間が提供する代表的な助成スキームを紹介する。

⚫ CareShieldLifeは、国民と永住者が重度の障害を負った場合の長期介護費用を賄う保険

である。

⚫ 1980年以降に生まれた全てのシンガポール人と永住者に加入が義務付けられている。

⚫ 重度の障害（日常生活動作の6つ中3つ以上を実行できない）があると医師に評価された

場合、月額600ドル（約5万円）の給付を受けることが可能。

⚫ ElderShieldは、特に老後の介護を必要とするシンガポール人に基本的な経済的保護を提

供することを目的とした重度の障害者保険制度として2002年に導入された。

⚫ 重度の障害（日常生活動作の6つ中3つ以上を実行できない）があるElderShield保険契

約者は、最大72か月間、月額300ドル又は400ドルの現金支払いを受け取ることが可能。

⚫ 2020年に、CareShieldLifeがElderShieldに代わる制度となり、既存のElderShield保

険契約者の場合、ElderShieldプランを継続する、又はCareShieldLifeプランに変更するか

を選択可能。

シンガポール／福祉用具／3.政策・制度,公的保険制度

出所：コンソーシアム作成
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シンガポールにおける個人向けヘルスケア助成スキーム（2/3）

Interim Disability 

Assistance Scheme

⚫ ElderShieldが導入された時代に加入資格がなかった高齢者（シンガポール市民）の場合、

暫定障害支援スキーム（IDAPE）にて、最大72か月間、月額150ドルから250ドルの現金

支払い（申立人の財政状態に応じて）の支援を受けることが可能。

⚫ 支払いは、IDAPE申立人が行う介護のために、医療費・看護費、及び外国人家事労働者

の雇用の支払いを相殺するために使用可能。

ElderFund

⚫ 2020年1月30日に開始されたこの裁量支援スキームは、CareShieldLife・ElderShield

又はIDAPEの資格がない、若しくはその恩恵を受けていないシンガポール市民が利用可能。こ

のスキームは、重度の障害を持つ市民において、資格がある限り、月額250ドル又は150ドル

の現金支払いを提供することによって支援することを目的としている。

シンガポール／福祉用具／3.政策・制度,公的保険制度

出所：コンソーシアム作成
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シンガポールにおける個人向けヘルスケア助成スキーム（3/3）

⚫ MediShieldLifeは、年齢や健康状態に関係なく、全てのシンガポール市民と永住者を多額

の病院の請求から保護するための基本的な健康保険プランである。中央積立基金（CPF）

理事会によって管理されており、高額な病院の請求書や、透析や癌の化学療法等の費用が

かかる外来治療の支払い支援を行う。これは、患者が多額の病院の請求に対して現金を支

払うことが少なくなるように構成されている。

⚫ MediSaveは、個人又は扶養家族の入院、日帰り手術、特定の外来費用、及び老後の医

療ニーズの支払いに対し、個人の収入の一部を貯蓄することにより国が運営する医療貯蓄制

度である。

⚫ 2020年10月に導入されたMediSave Careは、シンガポール市民及び重度の障害を持つ

30歳以上の永住者が、自分自身又は配偶者のMediSaveを利用して、長期介護のニーズ

に資金を提供できる介護保険制度である。

⚫ 個人のMediSaveアカウントに最低5,000ドルあれば、長期的なケアのニーズに応じて、月額

200ドルまでの現金をMediSaveアカウントから引き出すことが可能。

⚫ COMMUNITY HEALTH ASSIST ACHIMEは、パイオニアジェネレーション及びメルデカジェ

ネレーションのカード所有者を含む、全てのシンガポール市民が利用でき、このスキームに参加し

ている一般開業医（GP）及び歯科医院で医療・歯科医療の助成金を受け取ることが可能。

⚫ 120万人以上のシンガポール人が外来通院のCHASスキームの対象となっている。

シンガポール／福祉用具／3.政策・制度,公的保険制度

出所：コンソーシアム作成
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シンガポールにおける在宅介護助成金（1/2）

Seniors' Mobility and 

Enabling Fund

⚫ AICによって設立されたシニア・モビリティ・アンド・イネーブリングファンド
（SMF）は、60歳以上の以下を必要とするシンガポール市民に補助金を提供する。

【移動性を高めるための支援機器】
基本的な車椅子、ベビーカー、便器、シャワーチェア、老人用椅子、補聴器、病院用
ベッド、電動車椅子、スクーター、圧力リリーフクッション、圧力リリーフマットレ
ス、眼鏡、歩行補助器具、吸引ポンプ、移送ボード、酸素濃縮器などの他の特別な機
器

【その他在宅医療用品・サービス】
大人用おむつ、カテーテルとカテーテルセット、ミルクフィード、鼻腔チューブ、
pH指示薬テストストリップ、増粘剤、創傷被覆材、保健省が資金提供するホスピス
ケアセンター・高齢者ケアセンター・透析センターへの専門輸送サービス

⚫ この助成金は、シンガポールの高齢者に対し、移動に必要な機器と設備、そして
自宅で自立した生活を続けることができるように包括的な支援を提供する。

⚫ 助成額は作業療法士による介護認定評価の結果に基づいて決定される。一般的に
は費用の最大90％、あるいは購入品助成上限額の90％のどちらか低い方が助成
額とされる。

◼ シンガポールでは、国民と永住者のために長期介護費用をサポートするための助成金がある。具体的には、在宅で

要介護者が生活をするために必要な器具や機器購入のための助成金である。

シンガポール／福祉用具／3.政策・制度,公的保険制度

出所：コンソーシアム作成
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シンガポールにおける在宅介護助成金（2/2）

Home Caregiving Grant

⚫ 2019年10月在宅介護助成金（Home Caregiving Grant：HCG）制度が開始され
た。地域での高齢者介護や介護者支援サービスの費用や外国人家事労働者
（FDW）の雇用などの介護費用を負担するために使用できる。これにより高齢者
の家族がより柔軟に活用できるようになった。

⚫ HCGは、シンガポール市民及びシンガポールに居住する永住者への月額200ドル
の現金支払いであり、家族が中等度から重度の障害を持つ人のケアをするのに役
立つ。

Enhancement For 

Active Seniors 

⚫ アクティブシニア向けエンハンスメント（Enhancement For Active Seniors：
EASE）は、住宅開発庁公団アパート内の住宅改修をサポートし、高齢者にとっ
てより安全で快適な環境を提供する。

⚫ 転倒防止の滑り止めの床処理・手すり・傾斜路などの設置等、住宅改造費用の最
大95％を補助金で支給する。

Assistive Technology 

Fund

⚫ 支援技術基金（Assistive Technology Fund：ATF）は、障害者（PWD）の自立
生活を支援するために設立され、年齢に関係なくシンガポール市民と永住者に適
用される。

⚫ 家計の収入に応じ、補助金は40,000ドルの生涯上限を条件とし、支援技術デバ
イスの購入費用の90％をカバーすることを目的としている。

⚫ ATFは、車椅子や補聴器などのデバイスの取得・交換・アップグレード・修理に
使用が可能。デバイスは、教育・トレーニング・雇用・治療・リハビリ・日常生
活における自立のために使用する必要がある。なお、医療機器と消耗品はATFの
対象外となっている。

シンガポール／福祉用具／3.政策・制度,公的保険制度

出所：コンソーシアム作成 52



シンガポールにおける中長期ケア施設（ILTC）の資金調達スキーム

Healthcare Productivity 

Fund

⚫ HPF (Healthcare Productivity Fund) は、コミュニティケア部門の品質と生産
性の向上の取り組みをサポートするために2012年に設立された。ケア施設は、
HPFを活用して、工数の節約・コストの節約・ケアの質の向上・テクノロジーの
採用による改善・プロセスの合理化・製品とサービスの需要集約の観点から生産
性の向上を達成できるプロジェクトに資金を提供することが可能。これはAICに
よって管理されている。

⚫ このスキームは、承認されたプロジェクト費用の最大85％に資金を提供し、プロ
ジェクトあたりの上限は$300,000である。資金は実費請求ベースであり、人件
費・トレーニング・資本コスト・改造などを含む1回限りのプロジェクト費用を
カバーする。

シンガポール／福祉用具／3.政策・制度,公的保険制度

出所：コンソーシアム作成
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シンガポールにおけるレンタル市場調査結果（ベッドレンタル）

◼ シンガポールレンタル市場における各社の提供ベッドと価格などの調査結果を以下に示す。

◼ シンンガポールでは、ケガなどの短期使用や購入前のトライアルのためにレンタルをすることが多い。

シンガポール／福祉用具／4.特定製品・サービスの市場・投資環境,主要企業・競合

図表1：シンガポールにおけるレンタル事業者の現行展開価格

出所：コンソーシアム作成
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VIII-1.
レンタル事業に関する
アンケート調査結果



レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜実施概要

◼ 目的：シンガポールにおけるレンタル事業に対する認知度やイメージを確認する

◼ アンケート対象：レンタル事業想定利用者

◼ 実施方法：WEB形式

◼ 実施期間：2021年9月27日～2022年1月31日

◼ アンケート回答数：有効回答数 161件

◼ 質問項目：

① 性別・年齢・職業・要介護者の有無

② 介護を受けているのは誰か、また介護を担っているのは誰か、そして介護で最も困っていることは何か？

③ 補助制度(基金や国によるサービス）を利用しているかどうか？利用している場合その内容について

④ シンガポールにおけるレンタルサービスの認知度について

⑤ レンタルベッドの月額料金の許容価格、購入とレンタルへの指向性

⑥ 対象者に関するコンタクト情報（名前、住所、電話番号、メールアドレス等）
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（1/15）

質問項目①：アンケート回答者の性別・年齢・職業・要介護者の有無について質問（n=160）

⚫ 回答者の性別は65%が女性、35%が男性

⚫ 回答者の年齢は74％が55歳以上

図表2：回答者の性別・年齢

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（2/15）

質問項目①：アンケート回答者の性別・年齢・職業・要介護者の有無について質問（n=161）

⚫ 回答者の職業は51%が従業員／自営業で49％が退職者

図表3：回答者の職業

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（3/15）

質問項目①：アンケート回答者の性別・年齢・職業・要介護者の有無について質問（n=161）

⚫ 回答者のうち、在宅における要介護者の有無については、有りが40％で無しが60％

図表4：要介護者の有無

出所：コンソーシアム作成

60



レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（4/15）

質問項目②：介護を受けているのは誰か、また介護を担っているのは誰か、そして介護で最も困っていることは何
か？の質問（n=161）

⚫ 介護を受けている人は61％が両親、13％が配偶者

図表5：介護を提供している人

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（5/15）

質問項目②：介護を受けているのは誰か、また介護を担っているのは誰か、そして介護で最も困っていることは何
か？の質問（n=161）

⚫ 介護を担っている人は55％が家政婦、22％が兄弟、14％が配偶者

図表6： 誰が介護を担っているか

Domestic Helpers 55 %

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（6/15）

質問項目②：介護を受けているのは誰か、また介護を担っているのは誰か、そして介護で最も困っていることは何
か？の質問（n=161/複数回答）

⚫ 介護で最も困っていることは沐浴介助（47％）が最も多く、次いで夜間介護（43％）、車いすへの移乗（42％）

図表7：介護で困っていること

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（7/15）

質問項目③：補助制度(基金や国によるサービス）を利用しているかどうか？利用している場合その内容について

⚫ 補助制度の利用有無については、利用無しが72.5％で過半数を占め、利用有りが27.5％という状況。

⚫ 利用者が少ない原因としては、補助を受けることのできる世帯の所得が＄2,600 (約21万円/月) 以下に限られる
ためである。

図表8： 国や基金から補助を受けているか

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（8/15）

質問項目③：補助制度(基金や国によるサービス）を利用しているかどうか？利用している場合その内容について

⚫ ホームヘルパーや家政婦・福祉用具・移動機器に対し、補助金を充てている。

図表9：補助を受けている場合、何に利用しているか？

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（9/15）

質問項目④：シンガポールにおけるレンタルサービスの認知度について（n=161）

⚫ レンタルサービスを認知している割合は22％に留まり、認知していない割合が過半数を占める。

図表10： レンタルサービスを知っているか。

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（10/15）

質問項目④：シンガポールにおけるレンタルサービスの認知度について（n=161）

⚫ 「もしレンタルサービスを認知している場合に利用するか？」の質問に対しては、68％の人が利用すると回答し
た。

図表11： レンタルサービスを知っているか。知っていたら利用するか？

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（11/15）

質問項目④：シンガポールにおけるレンタルサービスの認知度について（n=161）

⚫ 「もしレンタルサービスを認知している場合に利用するか？」の質問に対して利用すると回答した人の理由として
は、レンタルは便利かつサステイナブルであるという回答が95%を占めた。

図表12：レンタルを利用したい/したくない理由

出所：コンソーシアム作成 68



レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（12/15）

質問項目④：シンガポールにおけるレンタルサービスの認知度について（n=161）

⚫ 「レンタルサービスを認知していても利用しない」割合は32%を占めるが、その理由としては「衛生管理が不安
だから」が50%、「レンタル価格が高いと思う」が30％、「他人が利用したものは使いたくない」が20％で
あった。

図表13：レンタルを利用したい/したくない理由

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（13/15）

質問項目④：シンガポールにおけるレンタルサービスの認知度について（n=161）

⚫ レンタルサービスを認知していても利用しない方に、「もしレンタル商品の消毒管理が衛生的に管理されている場
合に利用するか？」の質問には60％の人が利用すると回答した。

図表14：レンタル商品の消毒管理が衛生的に管理されている場合にレンタルサービスを利用するか？

出所：コンソーシアム作成

70



レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（14/15）

質問項目⑤：レンタルベッドの月額料金の許容価格、購入とレンタルへの指向性

⚫ 3モーター機能ベッドのレンタル価格について確認したところ、月額＄120 (9.6千円) から＄180 (14.4千円) で
あれば許容できるとする割合が85％、＄181 (14.4千円) から＄240 (19.2千円) であれば許容できるとする割合
が13％であった。

図表15： 3モーターベッドのレンタル容認価格

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜結果（15/15）

質問項目⑤：レンタルベッドの月額料金の許容価格、購入とレンタルへの指向性（n=161）

⚫ ベッドの月額レンタル価格が購入価格の1/24（レンタル料2年分）である場合、レンタルと購入のどちらを選択す
るかという問いに関しては、52％がレンタルを選択し、48％が購入を選択した。

図表16：レンタル価格が購入価格の1/24である場合、レンタル/購入どちらを選ぶか？

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（利用者向け）｜考察

◼ 考察

⚫ 在宅介護を行う世帯のうち、55%以上の世帯で高齢者の介護を外国人家政婦（foreign domestic helper）

が担っているというアンケート結果が出た。シンガポールでは25万人以上の外国人家政婦が個人の家庭に住み

込みで働いており、こうした人材に介護技術や福祉用具の適切な使用方法を習得してもらうことは福祉用具の

適切な活用につながり、要介護の在宅高齢者のQOL向上のためにも重要であると考える。

⚫ 補助制度を利用している人は27.5％と低いことがわかった。その理由として、補助制度を受ける際の所得制限

が存在するからであり、高齢化社会に突入するシンガポールにおいては、所得の多寡に関わりなく誰でも活用

できるサービスの仕組みが必要であると考える。

⚫ シンガポールにおけるレンタルサービスの認知度が22%と低いことがわかった。しかし、レンタルサービスに

ついて認知している場合には利用したいとする回答が68％、利用したくないと回答した方についても衛生面が

クリアできるのであれば利用したいとする回答が60%を占めた。したがって、レンタルサービスの認知度の向

上と消毒・メンテナンスサービス体制の確立が実現できた場合、レンタルサービス利用者の増加余地はあると

考えられる。

◼ 次のアクション

⚫ シンガポールにおける福祉用具に対するニーズの顕在化が課題であるため、引き続きAIC等の政府機関との面談

を通じ、高齢者ニーズにマッチする仕組みを提案していく。

⚫ シンガポールにおけるレンタルサービスの認知度向上に向けて、SNS等を利用した施策を考える。

73



レンタル事業に関するアンケート調査（医療機関・介護施設向け）｜実施概要

◼ 目的：医療機関から患者に対する退院時の紹介可能性を見据え、医療機関に対するレンタル事業の周知を図

ること。同様に、在宅から介護施設への入所時・退所時の紹介可能性も見据え、介護事業者に対するレンタ

ル事業の周知を図ること。

◼ アンケート対象：医療機関や介護施設等

◼ 実施方法：WEB形式

◼ 実施期間： 2021年9月27日～2022年1月31日

◼ アンケート回答数：有効回答数 44件

◼ 質問項目：

① アンケート回答者に関する情報（団体名、住所、電話番号、メールアドレス等）

② シンガポールにおける介護ベッドレンタルサービスの認知度

③ レンタルベッドの月額料金の許容価格、購入とレンタルへの指向性

④ 2021年10月から始めるレンタルサービストライアルへの興味
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レンタル事業に関するアンケート調査（医療機関・介護施設向け）｜結果（1/7）

質問項目①：アンケート回答者に関する情報（団体名、住所、電話番号、メールアドレス等）（N=44）

⚫ 機関の属性：ナーシングホーム39％、地域コミュニティセンター20％、デイケアセンター18％、介護用品販売会
社14％、デイリハビリテーション7％、政府機関2％

図表17： 回答者の所属先

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（医療機関・介護施設向け）｜結果（2/7）

質問項目①：アンケート回答者に関する情報（団体名、住所、電話番号、メールアドレス等） （N=44）

⚫ 回答者の役職：中間管理職23名、実務者(運営者）14名、上級管理職7名

図表18：回答者の役職

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（医療機関・介護施設向け）｜結果（3/7）

質問項目②：シンガポールにおける介護ベッドレンタルサービスの認知度（N=44）

⚫ レンタルサービスの認知度については、上級管理職の85％、中間管理職の50％、実務者(運営者）の61％が認知
していると回答した。

図表19： レンタルサービスを知っているか？

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（医療機関・介護施設向け）｜結果（4/7）

質問項目②：シンガポールにおける介護ベッドレンタルサービスの認知度（N=44）

⚫ 「レンタルサービスを家族や友人に勧めるか？」という質問について「勧める」と回答した割合は100%であった。

図表20：レンタルサービスを勧めるか否か

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（医療機関・介護施設向け）｜結果（5/7）

質問項目②：シンガポールにおける介護ベッドレンタルサービスの認知度（N=44）

⚫ 「レンタルサービスを家族や友人に勧める」理由としては「便利でサステイナブルであるから」が59％、「レン
タル価格がリーズナブルであるから」が41％を占めた。

図表21：レンタルサービスを勧める理由

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（医療機関・介護施設向け）｜結果（6/7）

質問項目③：レンタルベッドの月額料金の許容価格、購入とレンタルへの指向性（N=44）

⚫ 3モーター機能のベッドのレンタル価格について確認したところ月額＄181 (14.4千円) から＄240 (19.2千円)
であれば許容できるとする割合が55％、＄120 (9.6千円) から＄180 (14.4千円) であれば許容できるとする割合
が20％であった。

図表22： ： 3モーターベッドのレンタル容認価格

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（医療機関・介護施設向け）｜結果（7/7）

質問項目③：レンタルベッドの月額料金の許容価格、購入とレンタルへの指向性（N=44）

⚫ ベッドの月額レンタル価格が購入価格の1/24（レンタル料2年分）である場合、レンタルと購入のどちらを選択す
るかという問いに関しては、100％が購入を選択した。その理由として、購入する場合にはAICによる補助制度が
存在するが、レンタルサービスには現状補助制度が存在しないからである。

質問項目④：10月から始めるレンタルサービストライアルへの興味

⚫ 14名が興味を持っていただいた。内訳は管理職43％、中管理職の43％、実務者(運営者）の7％であった。

図表23：レンタル価格が購入価格の1/24である場合、レンタル/購入どちらを選ぶか？

出所：コンソーシアム作成
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レンタル事業に関するアンケート調査（医療機関・介護施設向け）｜考察

◼ 考察

⚫ レンタルサービスの認知度は63％が認知していると回答した。その中でも上級管理職は認知している割合が

85％と高く、職位が高くなるにつれて認知度が上がることが分かった。また、「レンタルサービスを家族や友

人に勧めるか？」という質問に関しては、100%の人が「勧める」と回答しており、医療機関・介護施設に従事

する方に対してはレンタルサービスの有用性が浸透していると考えられる。

⚫ 一方、ベッドの月額レンタル価格が購入価格の1/24（レンタル料2年分）である場合、レンタルと購入のどち

らを選択するかという問いに関しては、購入する際にはAICが運営する補助制度があるため、100％が購入を選

択する結果となった。

⚫ レンタルサービスはリーズナブルであるという認識は浸透しているが、レンタルは購入する場合のように補助

制度がないため、医療機関・介護施設の従事者によるレンタルサービスの採用を促進するためにも、現地政府

への働きかけによる補助制度化は重要であると考えられる。

◼ 次のアクション

⚫ 医療機関・介護施設の従事者によるレンタルサービスの採用を促進するために、AICの持つ給付スキームにレン

タルモデル採用の働きかけを行う。
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VIII-2.
各種研修・セミナー
実施状況



介護ベッド組み立て研修（9月30日・木曜日）実施概要

◼ 目的：トライアルレンタルに利用する介護ベッド組み立ての方法の教育

◼ 研修対象：TSA Logistic、明成商会シンガポール、Ageing Asia

◼ 実施方法：WEB会議方式（現地会場：TSA Logistic、日本会場：フランスベッド埼玉サービスセンター）

◼ 実施期間：2021年9月30日（木）10時～18時

◼ 研修参加者：人数15名（内訳：明成商会シンガポール3名、TSA Logistic3名、明成商会（日本）1名、

Ageing Asia3名、フランスベッド5名）

◼ 研修内容

⚫ レンタル実証調査で採用するベッドである標準型ベッド「エスポア」、高機能ベッド「寝返り支援ベッド」、

高機能ベッド「マルチポジションベッド」の組み立て・分解方法をZoomを通じて指導

◼ 研修結果・考察（課題等）

⚫ 1台ずつ、1工程ずつ確認しながら研修を実施。iPadや携帯電話での写真を見ながらの研修となり、対面での指

導よりも時間を要した。一人で一通りの組み立て及び分解ができるかどうかを確認する時間が十分に取れな

かった。技術の習得度（サービスの高い質の保持）が今後の課題として挙げられる。
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介護ベッドメンテナンス（洗浄・消毒等）研修準備

◼ 目的：レンタル事業の要である洗浄・消毒等の一連の流れをレンタル事業者に理解してもらうための教育用ビデオ

を作成し、介護ベッドメンテナンス（洗浄・消毒等）の技術移転を図る。

◼ 研修対象：メンテナンスに従事する現地スタッフ

◼ 実施内容：フランスベッド社員（海外営業部員4名）がフランスベッド茨城メンテナンスセンターにて、商品返却

から洗浄、消毒、メンテンナンス、保管・管理に関する方法や使用する薬剤・道具などに関する研修を受け、その

メンテナンス研修の様子をビデオ撮影した。今度、編集したビデオを教育用動画として現地スタッフに共有する予

定。技術移転を確実なものとするためオンライン研修も検討している。

◼ 録画実施：2021年10月19日（火）10：00～16：00に動画撮影を実施

◼ 参加者：茨城サービスセンター４名（センター長１名、消毒・メンテナンス・納配３名） 海外営業部 4名
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WEBセミナー（10月7日）実施概要

10月7日（木）にWorld Ageing Festival 2021（アジア太平洋地域での高齢社会の未来を変革するイベント）の一環

として、本補助事業レンタル展開を考えているレンタル商品の紹介をウェビナー形式で実施した。

◼ 目的：家庭で使用する日本の介護用品（ベッド）の紹介を行う

◼ セミナー対象：高齢者、要介護者、初心者の介護従事者等

◼ 実施方法：WEB会議方式

◼ 実施期間：2021年10月7日（木）15時30分～16時30分（シンガポール時間）

◼ 講演者：フランスベッド 海外営業部 エリアマネージャー 北澤

◼ セミナー参加者数：87名

◼ セミナー内容：タイトル「ご自宅の家をケア施設に変えよう」

⚫ フランスベッドが扱っている在宅介護用品の紹介のほか、レンタル事業でトライアルを実施する3タイプのベッ

ド、車いすを紹介した。また、フランスベッドが展開をするレンタル事業についても紹介。

◼ セミナーで受けた声：

⚫ 紹介したベッドや車いす以外で、小回りの利く車いすがないか、小さな体の方でもフィットする車いすはない

かなどの問い合わせがあり、セミナー終了後（10/12）にご要望のあった商品を紹介した。

⚫ 今後アンケートを集計し、更なる対応を図る予定。
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WEBセミナー（10月12日）実施概要

10月12日（火）にWorld Ageing Festival 2021（アジア太平洋地域での高齢社会の未来を変革するイベント）の

一環として、本補助事業レンタル展開の紹介をウェビナー形式で実施した。

◼ 目的：日本の福祉用具のレンタル事業の周知

◼ セミナー対象：業界のリーダー、介護事業者の上層部等

◼ 実施方法：WEB会議方式

◼ 実施期間：2021年10月12日（火）15時～16時（シンガポール時間）

◼ 講演者：フランスベッド 海外営業部 部長 濱田

◼ セミナー参加者数 65名

◼ セミナー内容：日本の福祉用具レンタルサービスの紹介とフランスベッドがこのサービスを始めたきっかけや、

同様のレンタルが香港でも採用され、動き始めたことを伝えた。またアンケート調査の協力及びレンタルサービ

ス試行の宣伝を実施。

◼ セミナーで受けた声

⚫ 反響としては、「寝姿勢から立ち上がりまでをサポートするベッドはどのような場面で使われるか」、「自家

用車から車いすに移動する際に最適な車いすはどのようなものがあるか」といった商品に関する質問が出たほ

か、「レンタルサービス全体を運営するにあたり、日本のような介護保険制度のような補助なしで自己負担だ

けですべて運営できるのか」といった制度に関する質問が出た。

⚫ フランスベッドからは、日本のレンタル制度は地方自治体の協力を得て、それが国全体の制度、介護保険につ

ながったことを伝え、シンガポールにおいても国や地方自治体とのコラボレーションも必要である旨を伝えた。
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WEBプレゼン（11月19日）実施概要

11月19日（火）に9th Asia Pacific Eldercare Innovation Awards(第9回アジア太平洋高齢者ケア革新アワード）の

「INNOVATION OF THE YEAR-PRODUCT」のFinalist6名に残り、レンタル商材であるマルチポジションベッ

ドのプレゼンをWEBで実施。結果、最優秀賞を受賞した。

■目的：レンタル商材のマルチポジションベッドの認知度向上

◼ 実施方法：WEB会議方式

◼ 実施期間：2021年11月19日（金）8時～9時（シンガポール時間）

◼ 説明者：フランスベッド 海外営業部 部長 濱田

◼ 審査員： 3名

◼ プレゼン内容：マルチポジションベッドの開発経緯及び特徴などを説明。利用者の自立支援と介護者の介護負担の

軽減双方ができる介護ベッドとして紹介。また、日本では介護保険制度にてレンタル採用され、在宅にて広く利用

されていることも紹介した。

◼ 審査員からの質問：このベッドの特徴として一つ上げるのであれば、何かと聞かれ、「利用者が立位を取れるので、

介護者が腰を深くかがめずに、利用者を車いす等に移乗することができ、介護者の腰を痛めにくい」と伝えた。ま

た、一人の審査員からは、リモコンを押し続けるだけで、寝姿勢から、立位まで、マットレスがベッドから利用者

の体から離れずに沿う動きが画期的である、とのコメントもいただいた。
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WEBセミナー（12月3日）実施概要

12月3日（金）にWorld Ageing Festival 2021（アジア太平洋地域での高齢社会の未来を変革するイベント）の一環

として、本補助事業レンタル展開の紹介を「Launch of latest service in Singapore by Francebed /Meisei」との

タイトルでウェビナー形式で実施した。

◼ 目的：日本の福祉用具のレンタル事業の周知

◼ セミナー対象：業界のリーダー、介護事業者上層部、医療機関従事者、一般等

◼ 実施方法：WEB会議方式

◼ 実施期間：2021年12月3日（金）8時30分～9時30分（シンガポール時間）

◼ 講演者：フランスベッド 海外営業部 部長 濱田

明成商会シンガポール 片岡支店長

◼ セミナー参加者数 50名

◼ セミナー内容：日本の福祉用具レンタルサービスの紹介とフランスベッドがこのサービスを始めたきっかけや、ア

ンケート調査の協力及びレンタルサービス試行の宣伝を実施していることを紹介。また、本補助事業のレンタル

サービス試行者第1号の方のレンタルサービスを受けての感想なども紹介した。

◼ セミナーで受けた声

⚫ シンガポールでの高齢化においても、サービスの一つとして福祉用具の」レンタルサービスは有効なサービス

ではないか、との声をいただいた。
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VIII-3.
本事業における
レンタル商材



本補助事業におけるレンタル商材（ベッド）

◼ 本補助事業では、以下の３種類のベッドをレンタル商材として実証調査を行う予定である。
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本補助事業におけるレンタル商材（その他の商材）

◼ 本補助事業では、以下の商材についてもオプションとしてレンタルの実証調査を行う予定である。
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レンタル事業紹介パンフレット（顧客向け）

◼ 目的：レンタル事業のトライアルに参加いただくためにトライアルを知ってもらうために使用

◼ 配布対象：利用者、医療機関、介護施設など

◼ 説明：試行レンタルについて商品紹介、価格等について説明を行ったパンフレット
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二次利用未承諾リスト

頁 図表番号 タイトル

該当なし

◼ 報告書名：事業名：シンガポールにおける日本式福祉用具レンタルモデル推進事業報告書

代表団体名：フランスベッド株式会社
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